
 

 

 
令和２年度厚生労働科学研究費補助金（健やか次世代育成総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

「周産期医療の質の向上に寄与するための、 

妊産婦及び新生児の管理と診療連携体制についての研究」 

研究代表者 池田 智明 （三重大学医学部産科婦人科学教室 教授） 

分担研究「産婦死亡に関する情報の管理体制の構築及び予防介入の展開に向けた研究」 

研究分担者； 研究分担者 吉益晴夫 埼玉医科大学総合医療センター教授 

 

【研究要旨】 

妊産婦死亡症例検討評価委員会における自殺事例について精神医学的検討を行った。産科施設

にて精神医学的情報が把握されず、精神科医の関与があっても自殺を防止できなかった事例が

散見され、精神科との連携のもとで産科医や助産師らが積極的に関与することが重要と考えら

れた 

A. 研究目的 

妊産婦が経験することの多い精神疾患や心理社 

会的ストレス、妊産婦の自殺事例についての知見

を収集することで、妊産婦の心理と精神病理の理

解を深め、有効な予防と治療を行うために必要な

基礎的資料を得る。 

B. 研究方法 

毎月行われる妊産婦死亡症例検討評価委員会に

出席し、全国の妊産婦自殺事例の報告をもとに精

神科診断と見立て、医療行為上の問題等について

他の委員と協議しながら精神医学的見地からの考

察を行った。 

。 

C. 研究結果 

  自殺事例を概観すると、産科施設で精神医

学的情報が十分把握されていなかった事例が多い

一方で、精神科医が関与していても自殺を防ぐこ

とができなかった事例も散見された。 

D. 考察 

精神科治療歴のある妊産婦や精神症状を認める

妊産婦は、精神科医療につなげた後も経過を見守

り、希死念慮の確認を含め、積極的な関わりを続

けることを提言する。 

 

Ｆ.健康危険情報：なし 

 

G.論文 

1. 周産期の薬. 周産期医学 50 増刊号. 精神疾患

（うつ病）. 2020 年 12 月東京医学社、安田貴

昭 

2. 産科麻酔 All in One（加藤里絵編）. 非産科

的合併症を持つ母体の管理と麻酔 精神疾

患.2020 年 7 月文光堂、安田貴昭、照井克生 

3. 日本の妊産婦を救うために 2020（関沢明彦、

長谷川潤一編）. 自殺、精神疾患. 2020 年 4

月、東京医学社、安田貴昭 
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分担研究報告書 

 

「周産期医療の質の向上に寄与するための、 

妊産婦及び新生児の管理と診療連携体制についての研究」 

研究代表者 池田 智明 （三重大学医学部産科婦人科学教室 教授） 

分担研究「自殺による妊産婦死亡と精神疾患との関連に関する研究」 

研究分担者； 研究分担者 竹田省 順天堂大学産婦人科学講座 特任教授 

 

【研究要旨】 

イギリスでは 2013～2015 年の妊産婦死亡を見ると 8.8/10 万出産と日本より多いものの、妊

産褥婦の自殺は、妊産婦死亡と後発妊産婦死亡を合わせると直接死因の第 1位であり、自殺率

は 2.5/10万出産でその内訳は、妊婦・産褥 6週未満 0.52/10万出産、産褥６週-1年未満 1.98/10

万出産であった。アメリカ 7 から 17州の妊産褥婦の統計（2003-2007年）では、自殺 2.7/10

万妊娠、コロラド（2004-12）では自殺 4.6/10万出産であった。 カナダ(2002年)での 1年未

満の褥婦の自殺は、0.7/10 万妊娠であった。イタリア（2006‐2012 年）では、2.30/10 万出

産であり、そのうちわけでは、出産後 1.18、中絶後 2.77、自然流産後 2.90であった。フィン

ランド(1987-94年)での分娩後の褥婦の自殺は 11.3/10万妊娠、自然流産後 18.1、中絶後 34.7

で、中絶後が最も高かった。フィンランドの最新の自殺統計(2001-2012 年)では 妊産褥婦で

は 3.3/10 万妊娠と減少した。世界と比し日本の妊産婦の自殺は最も多く、対策が急がれる。

また、今後中絶後の自殺の調査が必要である。 

E. 研究目的 

日本では妊産婦死亡に産後うつ病など精神科

疾患による自殺を含めておらず、諸外国と単純

に比較することはできない。2017年より正式に

妊娠中と産褥 1 年未満の精神科疾患による自殺

を妊産婦死亡に含めて統計をとるようになった

が、まだその実態を反映していない。このため

妊産婦死亡における自殺の実態解明のため、東

京での自殺の調査を続け、諸外国のデータと比

較した。 

 

F. 研究方法 

(ア) 東京都 23 区の妊産褥婦の異常死調査 

（2018～2019 年）：東京都監察医務院のデ

ータを解析し、検討する。 

(イ) 世界の妊産褥婦の自殺率の比較：妊産婦死

亡・後発妊産婦死亡率における自殺の割合

を文献的に調査検討する。 

。 

G. 研究結果 

１．東京都 23区の妊産褥婦の異常死調査：東京

都 23区妊産婦の異常死調査の症例リスト抽出は

2018 年から 2019 年まで完了しており、現在分

析中である。また COVID-19蔓延した 2020年、

2021年の調査も継続して行う予定である。 

２． 世界の妊産褥婦の自殺率の比較 

イギリスでは 2013～2015 年の妊産婦死亡を見

ると 8.8/10 万出産と日本より多いものの、直接

産科的死亡は明らかに減少し、間接産科的死亡

は横ばいとなり、間接産科的死亡の方が多くな

っている。また、日本では把握されていない後

発妊産婦死亡率は、14.1/10万出産と妊産婦死亡

よりも多くなっている。この後発妊産婦死亡原

因の第 1位は悪性腫瘍 24% であり、ついでメン

タルヘルス関連の自殺で 14％である。妊産褥婦

の自殺は、妊産婦死亡と後発妊産婦死亡を合わ

せると直接死因の第 1位であり、2003～2015年

まで第 1 位は変わっていない。自殺率は 2.5/10

万出産でその内訳は、妊婦・産褥 6週未満 0.52/10

万出産、産褥６週-1年未満 1.98/10万出産であっ



 

 

た。このためイギリスでは妊産褥婦の死亡原因

のうち自殺が最も重大な対策課題として上げら

れている。イギリスでは、精神疾患による自殺

は直接産科的死亡に、薬剤やアルコールによる

死亡は間接産科的死亡に分類されるが、日本で

は間接産科的死亡に分類される。精神疾患によ

る自殺は直接産科的死亡に入れるよう WHO は

推奨しているが、依然一般的に採用されていな

い。 

 

H. 考察 

2005年から 2014年までの 10年間では自殺事

例は 63 例、平均すると 6.3 例 (8.7/10 万出生)

であり、その後の 3 年間では自殺数、自殺率と

も減少傾向が認められ対策の重要性が判明して

いる。その後の経時的変化についても引き続き

調査が必要である。一方、2005年~2017年まで

の調査の問題点は、自然流産や人工妊娠中絶の

データが入っていないことで、今後調査が必要

になる。北欧のデータでは産後の自殺よりも流

産後の自殺のほうが高い、との報告もあり、新

たに自然流産や人工妊娠中絶後の自殺に関して

調査すべきである。 

「妊産褥婦メンタルケアガイドブック―自殺

企図，うつ病，育児放棄を防ぐために」の完成

後の評価についても今後必要になる。 

 

E. 結論 

世界と比し日本の妊産婦の自殺数は依然高く、

対策が急がれる。また、国の妊産婦統計には自

殺数が反映されていないため、引き続き調査が

必要である。今後中絶後の自殺の調査も必要で

ある。死亡診断（死体検案）書の中にフランス

やアメリカのように「妊娠・産褥時期」の項目

を追加修正し、毎年正確な自殺数を把握できる

ようにすることが重要である。さらに海外諸国

のデータより、自殺、メンタルヘルス対策を行

うと自殺数が減少してくることも明白である。

日本の実情に合うきめ細かい対策が必須である。

社会の中に生まれ出た最も初期の最も重要な時

期に“生きにくい”状況にならぬよう制度設計す

ることが重要となる。 

 

Ｆ.健康危険情報：なし 
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令和２年度 厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
「産婦死亡に関する情報の管理体制の構築及び予防介入の展開に向けた研究」 
分担研究報告書 
研究代表者：池田 智明（三重大学大学院医学系研究科・医学部 産科婦人科） 
 
分担研究課題：産後の自殺予防に関する連携体制の構築に関する研究 
～妊産婦メンタルヘルスケアのための研修会の開催～ 
 
研究分担者：相良 洋子（公益社団法人日本産婦人科医会） 
関沢 明彦（昭和大学医学部 産婦人科） 
山下 洋（九州大学病院 子どものこころの診療部） 
研究協力者：吉田 敬子（メンタルクリニックあいりす） 
      鈴宮 寛子（福岡輝栄会病院） 
      鈴木俊治（葛飾赤十字病院 産婦人科） 
      星 真一（東京リバーサイド病院 産婦人科） 
             
【研究要旨】 
 本研究では、周産期医療に携わる全てのスタッフが、妊産婦のメンタルヘルスについ
ての共通の理解と認識を持ち、スクリーニングとケアを行うためのスキルを身につけ、
多職種連携のもとにこれを実践していくことを目的に、教育プログラムを作成し、研修
会開催のための体制構築を目指してきた。令和2年度は新型コロナウィルス感染拡大の
ため、目標としていた研修会の全国展開には至らなかったが、オンラインによる研修会
の開催、都道府県担当者への説明会、「妊産婦メタルヘルスケアマニュアル」の改訂を
行うことができ、今後の研修会開催に向けた準備ができたと考えている。 
 
A. 研究目的 
 本研究では、最前線で妊産婦に関わる全
てのスタッフが、妊産婦のメンタルヘルス
についての共通の理解と認識を持ち、スク
リーニングとケアを行うためのスキルを
身につけ、多職種連携のもとにこれを実践
していくことにより、妊産婦のメンタルヘ
ルスに対するポピュレーションアプロー
チが行われ、リスクの高い対象を早期に発
見して適切な支援や治療に結び付けると
同時に、集団全体のリスクが軽減され、最
終的に妊産婦の自殺予防につながること
を目指している。 
具体的には、2016年に作成した妊産婦メ
ンタルヘルスケアマニュアル（厚生労働省
 平成28年度子ども・子育て支援推進調査

研究事業にて作成）をもとに教育プログラ
ムを作成し、研修会および指導者講習会を
開催して、全国の周産期医療に携わるスタ
ッフにこの内容を勉強していただきたい
と考えている。 
 昨年までの研究において、入門編・基礎
編・応用編の３段階の教育プログラムを完
成させ、入門編研修会を簡便に開催するた
めのネットを活用した体制整備を行った。
今年度は新型コロナウィルス感染拡大の
影響により、目標にしていた入門編研修会
の全国展開には至らなかったが、オンライ
ンによる研修会の開催、都道府県担当者へ
の説明会、「妊産婦メンタルヘルスケアマ
ニュアル」の改訂を行った。 

B. 研究方法 
（１）オンラインによる研修会の開催 
 本プログラムにおける研修会および指導者講
習会（「母と子のメンタルヘルスケア研修会」
および「母と子のメンタルヘルスケア指導者講
習会」）は、講義の部分はe-learningで事前に自
宅学習を行い、集合研修会ではロールプレイや
グループワークを行うという実践的な内容にな
っている。そのため、ソーシャルデイスタンス
が求められる新型コロナウィルス感染拡大の状
況下では従来通りの形式で集合研修会を行うこ
とは難しいと考えられたため、オンラインでの
開催を試みた。 
 具体的には、①地域の参加者は会場に集合し、
スーパーバイザーはリモートで参加する（ハイ

ブリッド型）、②ZOOMアプリのブレイクアウ
トルーム機能を用いて、参加者全員がリモート
で参加する（完全オンライン型）、の２つの方
法を行い、今後の可能性を検討した。①につい
ては高知県産婦人科医会（会長：坂本康紀）の
ご協力をいただいた。②については日本産婦人
科医会主催で行った。 
（２）都道府県担当者への説明会 
 今後、この研修会を全国展開していくために、
都道府県産婦人科医会長に依頼し、都道府県担
当者を推薦していただいた。この都道府県担当
の先生方に、日本産婦人科医会主催で行ったZO
OMによる研修会に参加していただくと同時に、
研修会の意義と概要、開催方法などについての
説明を行った。 



 

 

（３）「妊産婦メンタルヘルスケアマニュアル」
の改訂 
 この3年間の研究で、教育プログラムが完成し、
研修会・指導者講習会の開催方法も整備されて
きたので、「妊産婦メンタルヘルスケアマニュ
アル」を改訂し、この研修会のテキストとして
使いやすい構成に刷新した。 
 
C. 研究結果 
（１）オンラインによる研修会の開催 
①参加者は会場に集合しスーパーバイザーはリ
モ 
―トで参加する方法（ハイブリッド型） 
この方法による研修会は、令和２年９月27日 
高知県産婦人科医会（坂本康紀会長）のご協力
を 
得て、高知県民ホールを会場として行われた（表
   
１）。現地での参加者は45名、講演は現地で行
われたが、ロールプレイおよびグループワーク
のスーパーバイザーは研究分担者の山下（九州
大学精神科こどものこころの診療部）が福岡か
らリモートで行った。ビデオ会議アプリとして
は、汎用されているZOOMを使用した。 
研修会開催にあたり、高知県産婦人科医会では
準 
備委員会を立ち上げ、会場の下見や参加者に対
するICT習熟度についての事前のアンケート調
査なども行っている。 
 当日は、受付での検温、マスクの着用、アル
コー 
ルによる手指消毒などの感染予防対策を行うと
同時に、ソーシャルデイスタンスを保つために3
部屋を使用した(図１)。プログラムは全て予定通
り行われたが、参加者の質問が他の部屋では聞
き取りにくかった、ロールプレイの動画の再生
状態がよくなかった（予備に準備していた資材
を利用して、スーパーバイザーの指示の下に現
地での再生を行った）、などの問題点が確認さ
れた。しかし参加者の満足度は高く（図２）、
他施設のスタッフとの親交を深めることで充実
感が得られたという感想もあり、主催者はICT
や機材の使い方に習熟すればオンラインでの研
修会は十分に可能であり、また参加者の満足度
を考えると、ZOOMのみで行うよりもライブを
とりいれた、今回のようなハイブリッド形式が
よいのではないかと結論している。なお、この
研修会に関連したCOVID-19の感染者は見られ
ていない。 
②ZOOMアプリのブレイクアウトルーム機能を
用いて参加者全員がリモートで参加する方法
（完全オンライン型） 
この方法による研修会は、令和3年２月27日に日
本産婦人科医会主催で行われた（表２）。参加
者は51名、講演、ロールプレイ、グループワー
クのすべてをZOOMアプリを用いて行った。ス
ーパーバイザーは研究分担者の山下（九州大学 
こどものこころの診療部）が福岡からリモート
で行った。グループワークを行う際にはZOOM
のブレイクアウトルーム機能を使用した。事前

に参加者のグループ分けを行い、グループワー
クのタイミングに合わせてそれぞれのルームに
移動してもらい、終了したらまた全体に戻って
意見交換を行うということを３回繰り返した。 
  研修会終了後にGoogleフォームを用いたア
ンケート調査を行い、43名から回答を得た。参
加者は62.8%が助産師であったが、その他には保
健師、看護師、心理士、MSW/PSW、産婦人科
医、精神科医など多職種が参加していた。参加
者の勤務地は福岡県（10名）、東京（８名）、
千葉県（５名）などが比較的多かったが、その
他は全国に分布していた。参加者の９割はパソ
コンまたはタブレットを使用しており、9.3%が
スマートフォンでの参加であった。ZOOMアプ
リを「ほとんど使用したことがない」、または
「使用したことがない」、と回答した者も32.6%
に見られたが、実際の研修会ではほとんどが支
障なく研修を受けることができていた（図３）。
グループワークのディスカッションでは25.6%
が「あまりできなかった」と回答していたが（図
４）、自由記載の感想では「発言のタイミング
がわからなかった」といった内容が多く、通信
の問題ではなく、ZOOMでのディスカッション
に慣れていないことが原因と考えられた。ZOO
Mの研修会とリアルの研修会の比較では、意見
が分かれる結果であったが(図５)、回答した参加
者のすべてが「勉強になった」と回答していた。 
（２）都道府県担当者への説明会 
  昨年度までの研究において、入門編研修会
を「母と子のメンタルヘルスケア」ホームペー
ジ（http://mcmc.jaog.or.jp）上の操作だけで簡
単に開催・参加できる体制を整備したので、こ
れについて全国の産婦人科医会会員に周知して
地域研修会の開催を推進していくために、都道
府県担当者を対象に説明会を開催した。説明会
は、日本産婦人科医会が主催したオンラインで
の研修会（令和３年２月27日開催：表２）と同
時に開催し、都道府県担当者に研修会の様子を
ご覧いただくと同時に、グループワークの時間
を使って、説明会用のルームを作って行った。
当日は40都道府県の担当者が参加し、活発な質
疑応答が行われた。 
（３）「妊産婦メンタルヘルスケアマニュアル」
の改訂 
  本研修会のプログラムは、2016年度に作成
した「妊産婦メンタルヘルスケアマニュアル」
（厚生労働省 平成28年度子ども・子育て支援推
進調査研究事業）の内容をもとに作成したもの
で、3つの質問票を使った妊産婦メンタルヘルス
のスクリーニング、傾聴と共感によるケア、多
職種連携の実践などが主な内容になっている。
その後、この内容は入門編・基礎編・応用編の
３段階のプログラムにまとめられ、これを学ぶ
ための研修会および指導者講習会は、e-learnin
gによる自宅学習と集合研修会による体験学習
の形で整備された。さらに研修会・指導者講習
会の開催や参加の手続きについては「母と子の
メンタルヘルスケア」ホームページから簡単に
行うことができる。 
そこで今回、体系的にまとめられたプログラム

http://mcmc.jaog.or.jp/


 

 

や研修会の開催方法などを含め、研修会のテキ
ストとして使いやすい内容になるよう「妊産婦
メンタルヘルスケアマニュアル」の改訂を行っ
た（図５）。今回のマニュアルは、初版の内容
を入門編・基礎編・応用編の形で整理しただけ
でなく、親子の愛着形成についての新しい知見
を加え、妊産婦のメンタルヘルスケアに関わる
多職種の役割を具体的に提示し、制度上の変化
についても説明を加えた。また、「多職種連携
の実際」の項では、地域や施設で行われている
様々な取り組みを紹介しており（表３）、広く
参考になるのではないかと考えている。 
 
D. 考察 
（１）研修会  
 本研究は、自殺予防を含む妊産婦のメンタル
ヘルスケアのための連携体制の構築を目的とし
たもので、昨年までに妊産婦に関わるスタッフ
を対象にした研修プログラムの作成と研修会開
催のためのネットを活用した体制整備を行い、
本年度はこれをもとに研修会の全国展開を計画
していた。しかし本研修会は、ロールプレイや
グループワークなど対面でのやりとりやディス
カッションを中心とした内容であるため、新型
コロナウィルス感染拡大のもとでは、ソーシャ
ルデイスタンスを保つという点で問題が生じる
ため、開催は著しく滞ってしまった。しかし一
方、周産期医療の現場では母親学級・立ち合い
分娩・里帰り出産などが制限され、妊産婦の不
安が高まり、メンタルヘルスケアの需要が高ま
っている状況であった。そこでこのような状況
の下でも研修会を開催していく可能性を検討す
るために、オンラインを活用した研修会の開催
を試みた。 
 オンライン活用の研修会は、①参加者は会場
に集合し、スーパーバイザーはリモートで指導
するハイブリッド型と②参加者、スーパーバイ
ザーなど全ての参加者がオンラインで参加する
完全オンライン型の２つの形式で行った。ビデ
オ会議アプリは汎用されているZOOMを使用し、
完全オンライン型でのグループワークはZOOM
のブレイクアウトルーム機能を使用した。①ハ
イブリッド型では、3部屋を使用したために質疑
の音声が届かない部屋があったり、逆に大きな
部屋ではマイクとPCの音声の間でハウリング
が起こったりなどの音声トラブルが 
発生した。また当初はロールプレイのビデオを
スーパーバイザーが共有する形で流す予定であ
ったが、回線への負担が大きく画像が不自然に
なるため、これについてはスーパーバイザーの
指導のもとに会場で操作することで対応した。
②完全オンライン型では、機械の使用について
のトラブルはほとんど起こらなかったが、ZOO
M使用に対して慣れていない参加者からディス
カッションに入りづらかったとの感想がきかれ
た。完全オンライン型ではZOOMのブレイクア
ウトルーム機能の使用に際して、事前に参加者
のグループ分けを行っておく必要があるが、参
加者が研修会にアクセスしてからグループワー
ク開始までの間にこれを行うことになるため、

このような操作を行うための事前の準備や習熟
が重要と考えられた。いずれの形式でも、機械
やZOOMの使用については一定のトラブルは起
こりうると考えられるので、研修会開催に際し
ては機械やアプリの使用について専門の担当者
を配置するのがよいのではないかと考える。し
かしいずれの形式でも参加者の満足度は高く、
従来型の集合研修会が行えない状況ではオンラ
インを活用した研修会を開催していく意義は十
分にあると考えられた。 
（２）都道府県担当者説明会 
 今回、完全オンライン型の研修会に合わせて、
都道府県担当者への説明会を行うことができた。
説明会はZOOMのブレイクアウトルーム機能を
用いて、研修会のグループワークと同時に別室
で行ったが、参加者には研修会の様子も見てい
ただくことができ、良い機会になったと考えて
いる。説明会では研修会の開催方法について、
活発な質疑が行われ、説明会後には研修会の開
催申請も始まっている。今後は従来型の集合研
修会にこだわらず、オンラインを利用した研修
会も選択肢のひとつに加え、全国で研修会が開
催されることを期待している。 
（３）妊産婦のメンタルヘルスケアマニュアル
の改訂 
 この3年間の研究成果をもとに、「妊産婦メン
タルヘルスケアマニュアル」（（厚生労働省 平
成28年度子ども・子育て支援推進調査研究事業
にて作成）の改訂を行った。改訂版は研修会の
テキストとして使えるよう構成を刷新しただけ
でなく、母子の愛着形成、妊産婦に関わる多職
種の役割、施設や地域での取り組みなどについ
ての内容を充実させ、妊産婦メンタルヘルスケ
アの参考書としても有用なものになったと考え
ている。 
  
E. 結論 
 本研究の最終年度にあたり、計画していた「妊
産婦メンタルヘルスケア研修会（入門編）」の
全国展開は新型コロナウィルス感染拡大によっ
て阻まれた形になったが、この間に、オンライ
ンによる研修会の開催、都道府県担当者への説
明会、「妊産婦メンタルヘルスケアマニュアル」
の改訂を行うことができた。来年度以降、新型
コロナウィルス禍においても研修会を開催し、
妊産婦メンタルヘルスケアを推進していくため
の準備ができたと考えている。 
 
F. 研究発表  
１．論文発表 なし 
２．学会発表(雑誌名等含む) 
１）Shinichi Hoshi, Yoko Sagara, Shunji Su
zuki, Akihiko Sakizawa, Katsuyuki Kinoshi
ta,  Promotion of perinatal mental health 
care by Japan Association of Obstetricians 
and Gynecologists., International Marce Soc
iety, Biennial Scientific Meeting 2020 
(Iowa City, USA: Virtual) 
 ２）相良洋子「周産期のメンタルヘルスと自
殺予防―日本産婦人科医会の取り組み―」令和2



 

 

年度埼玉県医師会自殺対策従事者人材養成研修
会（2021.2.18.） 
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表 1：研修会プログラム（2020.9.27.高知県産婦人科医会主催：ハイブリッド型） 

内  容 時間 テーマ 講 師 

講  演① 
30分 

「高知県のメンタルヘルス対策につい

て」 

山崎正雄先生 

（高知県立精神保健福祉センター） 

講  演② 
50分 

「妊産婦の精神疾患」 赤松正規先生 

（高知大学医学部付属病院精神科） 

（休憩） 

ロールプレイ 

（ビデオ供覧） 
60分 

質問票の使い方 

スーパーバイザー 

（山下 洋先生） グループワーク 90分 事例検討 

質疑応答・総括 15分  

 

 



 

 

 

 

図１：会場設営（2020.9.27.高知県医師会主催：ハイブリッド型） 

 

 

図２：参加者アンケート結果（2020.9.27.高知県医師会主催：ハイブリッド型） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２：研修会プログラム（2021.2.27.日本産婦人科医会主催：完全オンライン型） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：研修会（完全オンライン型）での通信関係のトラブル（n=43） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４：グループワークでのディスカッション(n=43)  図５：ZOOM とリアル（集合研修会）と

の比較(n=43) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．

「母と子のメンタルヘルスケアマニュアル」（改訂版） 
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表３：「妊産婦メンタルヘルスケアマニュアル」（改訂版）目次 

Ⅰ. 妊産婦メンタルヘルスの足跡 Ⅳ. MCMC 母と子のメンタルヘルスケア研修
会 

１． 母と子のメンタルヘルスケア研修会が 
めざすもの 

（１） 母と子のメンタルヘルスケア研
修会が 
めざすもの 

（２） スクリーニングの時期と評価法 
２． 入門編 
（１） 母子の関係性と妊産婦への対応

の基本 
（２） 妊産婦のメンタルヘルスの不調

と対応 
（３） スクリーニングの必要性 
（４） 支援が必要な妊産婦のスクリー

ニング 
～３つの質問票の使い方～ 

（５） ロールプレイ 
３． 基礎編 
（１） 周産期の精神障害 
（２） 薬物療法の考え方 
（３） 傾聴と共感 

４． 応用編 
（１） 多職種連携の実際 
（２） 事例検討の進め方 

５． 研修会開催方法 

Ⅱ. 妊産婦メンタルヘルスの重要性と基礎知識 

１． 妊産婦の心理 
２． 妊産婦メンタルヘルスの現状 
（１） 妊産婦がおかれている現状 
（２） 妊産婦の精神障害 
（３） 妊産婦の自殺 
（４） 児童虐待 
（５） ドメスティックバイオレンス（DV）

と 
 妊産婦のメンタルヘルス 

 《コラム》特定妊婦 

３． 母子の関係性 
（１） 母子の情緒的絆（ボンデイング）の形

成と 
その障害 

（２） 子どもの育ちのプロセスとよく見ら
れる 
育児不安 

 《コラム》新生児行動評価（NBAS）と 

      新生児行動観察（NBO） 

 《コラム》周産期における喪失（ペリネイタル・
ロス） 

 《コラム》院内子ども虐待対応チーム 

Ⅲ. 妊産婦を支える仕組み 

１． 多領域協働連携チームの必要性 
２． 妊産婦に対する支援の仕組み 
（１） 事業からみた妊産婦を支援する仕組

み 
（２） 関係機関からみた妊産婦を支援する

仕組み 
３． 産婦人科医の役割 
４． 助産師・看護師の役割 
５． 保健師（行政）の役割 
６． MSW/PSW の役割 
７． 精神科医の役割 
８． 心理士の役割 
９． 小児科医の役割 

 《コラム》産後ケア事業と産後ケアセンター 

 《コラム》個人情報の取り扱い 

Ⅴ. 多職種連携の実際 

１． 院内連携（東京医科歯科大学医学部付属

病院） 

２． クリニックでの取り組み 

（かみや母と子のクリニック） 

３． 長野県（須坂市・長野市）の取り組み 

４． 東京都城南地区の取り組み 

５． 千葉県（松戸市）の取り組み 

６． 岡山県の取り組み 

７． 大阪府の取り組み 

８． 大分県の取り組み 

[資料集] 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 
令和２年度 厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
「産婦死亡に関する情報の管理体制の構築及び予防介入の展開に向けた研究」 

分担研究報告書 
研究代表者：池田 智明（三重大学大学院医学系研究科・医学部 産科婦人科） 

 
分担研究課題：産後の自殺予防に関する連携体制の構築に関する研究 

～モデル地区での連携体制の評価（第三報）～ 
 

研究分担者：相良 洋子（公益社団法人日本産婦人科医会 常務理事） 
関沢 明彦（昭和大学医学部 産婦人科） 

山下 洋 （九州大学病院 子どものこころの診療部） 
研究協力者：鈴木俊治（葛飾赤十字病院 産婦人科） 

前村俊満（東邦大学医学部 産婦人科） 
星 真一（東京リバーサイド病院 産婦人科） 
白土なほ子（昭和大学医学部 産婦人科） 

 
【研究要旨】 
 妊産婦の自殺予防のためには、妊産婦のメンタルヘルスのリスクを早期に発見し、多職種連
携のネットワークの中で適切な支援を行っていくことが重要である。我々は2018年より、東
京都城南地区（品川区・大田区）の医療機関および母子保健担当行政部門の協力を得て地域連
携体制を構築し、その効果を検証すると同時に、問題点を抽出することを目的とした観察研究
を行っている。今年度は新型コロナウィルス感染拡大のためにこの流れが中断されたが、オン
ライン形式で再開した連絡会によって、コロナ禍での周産期医療や母子保健事業についての情
報共有が行われ、地域連携の有用性が確認された。また継続的に行っている観察研究では、医
療機関における要支援妊産婦の発見率の上昇、医療機関・行政機関での要支援妊産婦のリスク
要因の確認など、一定の成果が得られたと考えられ、さらに産婦のEPDSの点数やEPDS項目
(10)に見られる希死念慮を訴える産婦の数が減少している可能性があり、今回の取り組みがこ
れに寄与している可能性は否定できないと考えられた。しかし、要支援妊産婦に対する医療機
関・行政機関の対応については大きな変化がなく、今後はリスク要因ごとに対応のフローチャ
ートを作成するなどの踏み込んだ対策により、きめ細かい連携体制を作っていく必要があると
考えられた。 
 
A.研究目的 
妊産婦の自殺予防のためには、周産期うつ病
をはじめとするメンタルヘルスのリスクを
早期に発見し、多職種連携のネットワークの
中で適切な支援を行っていくことが重要で
ある。しかし効果的な多職種連携体制構築の
ための定石はなく、それぞれの地域で担当者
が模索しているのが現状である。 
今回の研究は、都内のモデル地区において、
多職種連携の体制づくりを行いながら、要支
援妊産婦の数や自殺関連行動などの変化を
観察することでその効果を検証すると同時
に、その過程で起こる問題点を明らかにする
ことにより、効果的な連携体制の構築に向け
ての提言を行うことを目的としている。  
一昨年の第一報では、連携体制構築の試みと、
要支援妊産婦の把握状況の基礎データを報
告し、昨年の第二報では、周産期医療に携わ
るスタッフの意識が向上し、同時に要支援妊
産婦の発見率が上昇してきたことを報告し
た。３年目にあたる今年度は、新型コロナウ
ィルス感染拡大のために周産期医療は様々
な制約をうけ、研究の流れも中断されたが、
後半ではオンライン形式で連絡会を再開し、
コロナ禍での診療体制について情報共有を
行うことができた。そこで今年度は、コロナ

禍での連絡会の意義、観察研究のその後の経
過、および観察研究で見られた妊産婦の希死
念慮について報告する。 
 
B. 研究方法 
 すでに報告したように、本研究では、品川
区・大田区からなる東京都城南地区において、
産科医療機関および母子保健担当の行政機
関が協力し、定期的な連絡会や研修会を開催
することによって地域での多職種連携の強
化を図り、その過程で要支援妊産婦の数や妊
産婦の自殺関連行動、および多職種連携の状
況などがどのように変化していくかについ
ての観察研究を行っている。今年度は新型コ
ロナウィルス感染拡大のため、オンラインに
よる２回の連絡会と観察研究を行った（表
１）。 
（１）協力施設 
１）産科医療機関：９施設 
①分娩取り扱い施設（７施設）：大森赤十字
病院、NTT東日本関東病院、荏原病院、前村
医院、東邦大学医療センター大森病院、昭和
大学病院、東京労災病院（第2回の観察研究
から参加） 
②健診施設（２施設）：城南レデイ―スクリ



 

 

 

ニック、旗の台レデイ―スクリニック 
２）行政機関： 
品川区保健センター（品川、大井、荏原）、
大田区役所健康づくり課 
３）その他： 
 上記の分娩取り扱い施設に併設されてい
る精神科や小児科にも適宜ご参加をいただ
いた。 
（２）連絡会の開催 
 今年度は、2020年9月および2021年1月の
２回、オンラインを用いて行い（Cisco Web
ex使用）、①コロナ禍での周産期医療や母子
保健事業の変化、②妊産婦の状況、③オンラ
インでの妊産婦メンタルヘルスケアの試み、
などについての情報を共有した。 
（３）観察研究 
 本研究の詳細については第一報で報告し
ているが、今年度は、2020年6月および2020
年12月の2回の調査を行った。行政機関はコ
ロナ対応で多忙であったため、医療機関のみ
を対象とした。今回は、医療機関については、
2018年12月の第1回調査から、2020年6月の
第4回調査までの結果を、この間の調査が完
遂されている7施設（分娩取り扱い施設5施設、
健診機関２施設）の結果をもとに、①要支援
妊産婦の割合、②要支援妊産婦のリスク要因、
③要支援妊産婦への対応について集計した。
また行政機関については、2018年12月の第
１回調査から2019年12月の第３回調査まで
の結果を、医療機関と同様の内容について集
計した。 
（倫理面への配慮）本研究は、昭和大学病院
倫理委員会にて承認を得ている。 
（４）希死念慮に関連した項目 
 観察研究では希死念慮に関連した項目と
して、面接時の自殺・自傷に関連した言動の
有無およびEPDS項目(10)陽性産婦の数を検
討している。今回はこれらの数の推移に注目
して検討を行った。 
 
C. 研究結果 
（１）連絡会 
 オンラインによる連絡会を２回（2020.9.2
9.、2021.1.12.）行い、確認されている参加
者はそれぞれ、59名、53名であった。 
１） コロナ禍での周産期医療や母子保健

事業の変化（表２，表３） 
事前に簡単な調査を行い、その結果をまとめ
て共有した。医療機関（表２）では、4施設
で妊婦健診の回数を減らしており、ほとんど
の施設が健診時の家族同伴や通常の母親学
級を中止していた。分娩取り扱い機関では全
て立ち合い出産が中止され、入院中の面会も
ほとんどできない状況であった。入院期間を
短縮していた施設は２施設のみであった。さ
らに産後１か月健診は１施設を除き通常ど
おり行われていたが、産後２週間健診を通常
通り行っている施設はなく、1施設がオンラ
インでの健診を行い、４施設が必要症例また
は希望者のみ、２施設では産後2週間健診は
行われていなかった。３か月後の状況は１施

設で産後２週間健診が開始された以外はほ
とんど変化が見られなかった。 
行政機関（表３）では、妊娠面接や母子手帳
の配布は通常通り行われていたが、品川区で
は妊婦面談の希望者が減少していた。4か月
健診は、緊急事態宣言発令中は中止されてい
たが、再開後も 
１回の人数を減らして回数を増やすなどの
感染対策がとられていた。その他、母親学級
も緊急事態宣言発令以後は中止されていた
が、品川区では7月から定員を半分にして再
開、大田区では9月から土曜日にリモートで
再開していた。母親学級は医療機関でも中止
されていたため、行政に対する需要は多く、
品川区では日曜日にパパクラスを新設して
これに対応していた。新生児訪問、産後ケア
事業など自宅を訪問する事業は感染の不安
から敬遠される傾向があった。 
２）妊産婦の状況 
  討論の中では、各施設でのPCR検査や感
染患 
者の状況などが報告された。また育児支援の
不足により、EPDSの点数が上昇するほどで
はないが妊産婦の不安が高まっていること
や妊産婦のPCR検査の体制が十分に整備さ
れていなことなどが問題点として指摘され
た。しかしその一方で、感染患者を受け入れ
ている病院では、この状況で出産できたこと
に対する産婦の感謝の言葉に医療従事者が
支えられていることなども報告された。 
３） オンラインでの妊産婦メンタルヘル

スケアの取り組み 
 NTT東日本関東病院から、オンラインによ
る産後2週間フォローを全例に行うことで、
産後１か月健診時の産婦のメンタルヘルス
の不調が減少したことが報告された。 
 また品川区の産後ケア事業を行っている
東京医療保健大学から、ZOOMを用いた母子
支援クラスの試みについての報告があり、母
親同士の交流の場として有用であることや、
オンラインでも産婦の様子を観察できる可
能性があることが報告された。 
（２）観察研究 
 医療機関については4回（第1回（2018.12.）、
第2回(2019.6.)、第3回（2019.12.）、第4回
（2020.6.)）、行政機関については３回（第1
～３回）の調査結果を集計した。 
１）医療機関(表4,5，図1,2)) 
①要支援妊産婦の割合(表４) 
妊婦健診時と分娩入院時では、第3回の調査
までは経時的に増加していたが、第3回と第4
回の調査の間ではほとんど差は見られなか
った。1か月健診時は一定の傾向が見られな
かったが、第4回の調査時には増加の傾向が
認められた。 
②要支援妊産婦のリスク要因（図１） 
 妊婦健診時に見られたリスク要因として
は、体外受精妊娠、妊婦が外国人、未入籍、
多胎、精神疾患（既往および加療中）、サポ
ートなしなどが多くなっていた。分娩入院時
および1か月健診時に見られたリスク要因は



 

 

 

ほぼ同様で、ボンデイングスコア3点以上、E
PDS９点以上、妊婦が外国人、サポートなし、
児に問題、精神疾患の既往などが多くなって
いた。 
③要支援妊産婦への対応（表５，図２） 
 妊婦健診時、分娩入院時、1か月健診時の
全てにおいて、ほとんどは自施設で対応され
ていたが、出産後（分娩入院時および1か月
健診時）は行政との連携も行われていた。行
政との連携は1か月健診時よりも分娩入院時
に多い傾向が認められた。精神科との連携は
時期によらず数％に認められた。妊婦健診時
には高次の産科施設との連携も行われてい
た。 
 
２）行政機関（表6,7、図3,4） 
①要支援妊産婦の割合 (表６) 
 行政機関における要支援妊産婦の割合は、
３回の調査で有意な変化は見られなかった。 
②要支援妊産婦のリスク要因（図３） 
 妊娠面接時には、サポートなし、精神疾患
（既往および加療中）、未入籍、身体的既往
などが多く、４か月健診時には、EPDS９点
以上、サポートなし、精神疾患の既往などが
多くなっていたが、EPDS９点以上で支援が
必要と判断された産婦の数は調査の回数を
追うごとに少なくなっていた。 
③要支援妊産婦への対応（表７，図４） 
 妊娠面接時、４か月健診時とも、電話と訪
問が中心であったが、４か月健診時には継続
面接も少数行われていた。関係機関との連携
が行われていたのはごく少数で、調査期間中
での増加傾向は見られなかった。 
（３）希死念慮に関連した項目（表８） 
 自殺・自傷に関連した言動およびEPDS項
目(10)陽性産婦の数などを表８にまとめた。 
１）医療機関（表8-①）  
 いずれの時期においても、面接などで自
殺・自傷に関連した言動が確認されたのは０
～２例程度であったが、分娩入院時および１
か月健診時に行われたEPDSの項目(10)が陽
性であった産婦の数は１～15例認められた。
またEPDSの総得点が９点以上で抑うつ傾向
が疑われた産婦は、分娩入院時は1割程度で
推移しているが、産後1か月健診時は、第2
回の調査以降、減少傾向が認められた。 
２） 行政機関（表8-②） 
 面接などで自殺・自傷に関連した言動が確
認された妊産婦はごくわずかであったが、産
後訪問時のEPDSでは項目(10)陽性産婦が6~
11例認められた。EPDS９点以上で抑うつ傾
向が疑われた産婦は調査の回を追うごとに
少なくなる傾向が認められた。 
 
D. 考察 
 城南地区における多職種連携の試みは３
年目に入ったが、今年度は新型コロナウィル
ス感染拡大のために約半年間活動が中断さ
れ、その後の活動もこの状況に対応する形で
変更を余儀なくされた。今回はオンラインで
行われた２回の連絡会の状況と継続して行

った２回の観察研究の結果、および自殺予防
対策としての希死念慮の早期発見について
報告した。 
なお、行政機関の事業活動は新型コロナウィ
ルス感染拡大により著しい影響を受けたた
め、観察研究は第3回までの結果で集計した。 
 連絡会は、当初は春の開催を予定していた
が、緊急事態宣言が発令されたことなどもあ
ってこの回は中止し、2020年9月および2021
年1月の２回オンラインで開催した。オンラ
インではあったが、いずれも50名以上の参加
があり、コロナ禍での各施設の対応や妊産婦
の状況、ＰＣＲ検査の現状やオンラインでの
取り組みなどについて情報を共有すること
ができた。この2回の連絡会は、各施設での
今後の対応を考える上で有用だったばかり
でなく、今までに経験したことのない現在の
状況において、地域の連帯感を強め、参加者
の安心感にもつながったと考えている。実際、
連絡会の後に妊婦に対するＰＣＲ検査の窓
口が広げられたということもあり、行政の迅
速な対応につながったと考えられる。コロナ
禍はまだしばらくの間続くことが予測され
るが、妊産婦へのワクチン接種なども含め、
地域でまとまった対応をしていく上で今後
も役立つものと考えられる。 
 観察研究については、前回の第二報では第
2回までの調査結果について報告したが、今
回は医療機関については第4回、また行政機
関については第3回までの結果をまとめて報
告した。第１～２回の調査の間では、この取
り組みによると思われる変化が見られたが、
第３～４回の間では大きな変化はなく、今回
の調査結果が城南地区の要支援妊産婦の現
状を示しているものと考えられる。 
 すなわち医療機関においては、要支援妊婦
の割合は、この取り組みによって21.7%から
49%程度まで上昇し、リスク要因としては、
精神疾患、不妊治療のほか、未入籍・外国人・
サポートなしなどの社会的脆弱性が多く、ほ
とんどは自施設での対応が行われている。ま
た分娩入院時および産後1か月健診時におい
ては、要支援産婦の割合は25%前後から40％
程度まで上昇し、リスク要因としては妊娠中
の要因に加えて、児の問題や産後うつおよび
愛着形成の問題が多くなっている。また産後
は、自施設での対応に加えて行政との連携が
行われている。 
 今回の結果で要支援妊産婦の割合がかな
り上昇した印象があるが、妊娠中は体外受精
をリスク要因としていることが反映されて
いるものと思われる。産後では分娩入院時お
よび産後1か月健診時のいずれもボンデイン
グスコア３点以上の産婦が多くなっており、
子どもとの愛着形成の問題は産後の大きな
課題と考えられる。また産後は医療機関との
関係が薄れていくため、その後の支援が必要
と考えられる産婦については行政との連携
が行われているものと思われるが、全期間を
通じて精神科との連携はたかだか10例程度
にとどまっており、一般に妊産婦のメンタル



 

 

 

ヘルスの問題は妊産婦の10~15%程度と言わ
れている数字より少なくなっている。これは
実際に連携が必要な症例が少ないのか、また
は精神科との連携が困難なために少なくな
っているのか、今後の検討が必要である。 
 一方、行政機関においては、妊娠面接時に
要支援と判断された妊婦の割合は15~18.5%、
4か月健診時の要支援産婦は16.8~20.6%で
調査期間の間に有意な変化は見られなかっ
た。リスク要因としては、妊娠面接時には、
サポートなし、精神疾患（既往および加療中）、
未入籍、身体的既往などが多く、４か月健診
時には、EPDS９点以上、サポートなし、精
神疾患の既往などが多くなっていた。しかし、
EPDS９点以上で支援が必要と判断された産
婦の数は調査の回数を追うごとに少なくな
っており、今回の取り組みが有効であった可
能性が考えられる。要支援妊産婦への対応と
しては、妊娠面接時、4か月健診時とも電話
と訪問によるものが多く、４か月健診時には
継続面接や関係機関との連携も行われてい
るが、調査期間を通じで変化は見られなかっ
た。今回の取り組みにより、医療機関での要
支援妊産婦の発見率が有意に上昇したのに
対して、行政機関では変化が見られなかった
が、これは第一報で報告したように、行政機
関のスタッフは今回の取り組みを始める以
前から妊産婦のメンタルヘルスに対する意
識が十分に高かったことが確認されており、
今回の取り組みにより妊産婦に対する対応
に特段の変化がおきなかったものと推測さ
れる。 
 自殺関連行動については、医療機関・行政
機関とも、面接時に確認されることは少なか
ったが、産後に行われるEPDS項目(10)陽性
産婦は一定数確認されており、EPDSのよう
な質問票をルーチンに行うことで自殺・自傷

の可能性を拾い上げることが重要と考えら
れた。しかし、医療機関の調査では、第3回、
第4回でEPDS項目(10)陽性産婦は数字の上
では減少しており、また１か月健診時にはE
PDS９点以上の産婦も減少していた。また行
政機関の調査でも産後訪問時のEPDS９点以
上の産婦の数が減少している可能性があり、
今回の取り組みが産後のうつや希死念慮の
予防に寄与している可能性は否定できない。
また医療機関の第4回調査はコロナ禍で行わ
れており、少なくともこの時点では新型コロ
ナウィルス感染拡大の影響で産婦のうつや
希死念慮が増加するといった変化は見られ
なかった。 
    
E. 結論 
３年に及ぶ城南地区の取り組みは、地域の周
産期に関わるスタッフの連帯感の強化、参加
者の意識の向上（第一報）、医療機関におけ
る要支援妊産婦の発見率の上昇、医療機関・
行政機関での要支援妊産婦のリスク要因の
確認など、一定の成果が得られたと考えられ
る。また、地域における産婦のEPDSの点数
やEPDS項目(10)に見られる希死念慮を訴え
る産婦の数が減少している可能性があり、今
回の取り組みがこれに寄与している可能性
は否定できない。しかし、多職種連携につい
ては大きな変化がなく、今後はリスク要因ご
とに対応のフローチャートを作成するなど
の踏み込んだ対策により、さらにきめ細かい
連携体制の構築を目指していく必要がある
と考えられた。 
 
F. 研究発表  
１．論文発表・刊行 なし 
２．学会発表(雑誌名等含む)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

令和 2年度 厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「産婦死亡に関する情報の管理体制の構築及び予防介入の展開に向けた研究」 

分担研究報告書 

研究代表者：池田 智明（三重大学大学院医学系研究科・医学部 産科婦人科） 

 

分担研究課題：産後の自殺予防に関する連携体制の構築に関する研究 

～育児支援資材の作成とその評価～ 

 

研究分担者：相良 洋子（公益社団法人日本産婦人科医会 常務理事） 

関沢 明彦（昭和大学医学部 産婦人科） 

研究協力者：鈴木俊治（葛飾赤十字病院 産婦人科） 

      星 真一（荒木記念東京リバーサイド病院 産婦人科） 
       
【研究要旨】 
 育児支援資材の作成については、平成30年度および令和元年度の本研究において、子
どもの脳とこころの発達における愛着形成の重要性を啓発する目的で「赤ちゃんの不思
議な世界」を作成し、ハーバード大学の「Brain Hero」日本語版を作成したことを報告
した。今回はコロナ禍での感染予防のために、多くの産科医療機関で母親学級などの支
援が十分に行えなくなっている状況を受け、母親学級支援動画の作成に着手した。今年
度は「自分らしいお産をむかえるために」「赤ちゃんが生まれたら」の２本を作成した
が、今後はさらに妊娠中の生活や親子関係の重要性などをテーマにした動画も作成し、
妊娠・出産・育児についての情報源として充実したものにしていきたいと考えている。 
 
A.研究目的 
 我が国においては2020年1月に突然始
まった新型コロナウィルスの感染は、周産
期医療や母子保健事業に様々な変化をも
たらした。日本産科婦人科学会の調査によ
れば、2020年4月に緊急事態宣言が発令さ
れた際には、多くの産科医療機関で母親学
級が中止され、分娩時の家族の立ち合いや
入院中の面会が禁止された。里帰り出産を
計画していた妊婦はこれをあきらめ、急遽
新しい出産場所を探し、期待していた支援
が得られない状況での育児を開始するこ
とになった。この状況は緊急事態宣言が解
除された後も完全には元に復していない。
このような状況は妊産婦の不安や孤立感
を強め、放置すれば産後のうつをはじめと
する精神障害につながる可能性は十分に
考えられる。 
 そこで本研究では、このような状況にお
ける妊産婦支援のひとつの手段として、母
親学級に利用できる動画の作成を開始し
た。 
 
B. 研究方法 
 産科医療機関で通常行っている母親学
級の内容の中から、今回は出産および出産
直後の新生児をテーマにした動画を作成

した。 
(1) 出産に関する動画「自分らしいお産を

迎 
えるために」 
正常分娩の経過を、出産直前の健診から出
産直後の早期母子接触までを含めて、経時
的な流れを追って作成した。内容的には、
分娩直前の健診のポイント、入院前の準備、
出産が始まる兆候、分娩の進行、立ち合い
出産、早期母児接触などが含まれており、
経過中の妊婦の心理面にも注目した構成
になっている。 
(2) 新生児をテーマにした動画「赤ちゃん

が生まれたら」 
出産直後の新生児の扱い方と入院中の新
生児が受ける検査や処置について紹介す
る目的で作成した。出産直後の新生児の扱
い方としては、抱き方、母乳やミルクの飲
ませ方、沐浴、おむつ交換が含まれており、
また検査と処置については、出産直後の全
身状態の観察、黄疸のチェック、ビタミン
Kの投与、新生児マススクリーニング、新
生児聴覚検査が含まれている。特に、前半
は父親の育児参加にも配慮した構成にな
っている。 
 



 

 

 

C. 研究結果 
 「自分らしいお産を迎えるために」は1
5分、「赤ちゃんが生まれたら」は10分の
動画になっている。 
この動画は、松田母子クリニック（埼玉県
所沢市）の協力を得て作成され、出演者全
員から日本産婦人科医会会員の使用につ
いての承諾が得られている。今後は日本産
婦人科医会のホームページ上で、会員限定
で公開する予定である。 
 
D. 考察 
 コロナ禍で妊産婦支援が十分に行えな
い状況になっていることを受け、妊産婦支
援のひとつの手段として、母親学級に活用
できる動画の作成を開始した。 
「自分らしいお産を迎えるために」は正常
分娩の経過を知識として知るだけでなく、
妊婦の気持ちや家族の関わりなども感じ
られるような内容になっている。また「赤
ちゃんが生まれたら」では、抱き方、おむ
つ交換、沐浴といった新生児の扱い方に加
え、新生児が健康に成長・発育するために、
出産直後から様々な検査や処置を受けて
いることを知ることができる。 
これらの動画は、母親学級の内容をもとに
作成しているが、母親学級という形態にこ
だわらず、様々な場面で活用していただき

たいと考えており、その活用方法も今後の
課題のひとつである。また今後は、妊娠中
の生活、妊娠・出産の異常、周産期の精神
障害、愛着形成などをテーマにした動画の
作成も考えており、妊娠・出産・育児につ
いての情報源として充実させていきたい
と考えている。 
 
E. 結論 
 コロナ禍で妊産婦の支援が不足してい
る状況を補うひとつの手段として、母親学
級に活用できる動画の作成を開始した。今
年度は、正常分娩をテーマにした「自分ら
しいお産を迎えるために」と新生児をテー
マにした「赤ちゃんが生まれたら」の２本
を作成したが、今後はさらにテーマを増や
し、妊娠・出産・育児に関する情報源とし
て充実させていきたいと考えている。 
 
F. 研究発表  
１．論文発表 未発表 
２．学会発表(雑誌名等含む) 未発表 
 
G. 知的所有権の取得状況 
 １．特許取得 なし 
 ２．実用新案登録 なし 
 ３．その他 

 
《成果物》 

動画タイトル 制作・監修 制作日 
「自分らしいお産を迎えるために」 公益財団法人 日本産婦人科医

会 
母子保健部会 

2021年4月 
「赤ちゃんが生まれたら」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

成育疾患克服等次世代育成基盤（健やか次世代育成総合）研究事業（Ｈ29-健やか-指定-003） 

 

令和２年度研究報告書 

 

母子愛着形成を促進するための教育用資材の作成と EPDSの権利関係の整理 

 

研究分担者 関沢明彦 （所属）日本産婦人科医会 

研究協力者 相良洋子 （所属）日本産婦人科医会 

鈴木俊治 （所属）日本産婦人科医会 

星 真一 （所属）日本産婦人科医会 

  

 
A. 研究目的 
日本産婦人科医会では2010年に妊産婦死亡報
告事業を開始し、事例の収集、分析、再発予防
に取り組み、妊産婦死亡の削減に向けたさまざ
まな提言を発出してきた。その成果として、妊
産婦死亡における産科危機的出血の占める割
合が確実に経年的に減少した。具体的には201
0年にはおおよそ30％あって死亡原因の1位で
あったものが、2016年には16％にまで減少し
て、死因の2位になり、2018年には13%まで減
少するなど、確実な成果をあげた。 
そのような中、妊産婦死亡報告事業の認知度の
高まりを反映する可能性もあるが、自殺に伴う
妊産婦死亡の報告事例が増えている。一方で、
自殺による妊産婦死亡は産後の1か月健診以降
に発生することが多く、産婦人科医が把握しき
れないことが多いため、その全体像をつかむこ
とはできない状態であった。そこに、2018年、
厚生労働科学研究費補助金・臨床研究等ICT基
盤構築研究事業「周産期関連の医療データベー
スのリンケージの研究」の成果が報告され、死
亡届、出生届、死産届などのデータをリンケー
ジ解析することで、出産後1年までの妊産婦死
亡の実態が明らかにされた。この結果によると、

2015-2016年の2年間の出産後42日以内の妊産
婦死亡数は132人で出産10万対の妊産婦死亡
率は2.91であった。これに出産後43日以降を加
えた出産後1年未満の妊産婦死亡は357人にの
ぼることが判明した。この中での自殺数は産後
42日以内で17人（12.9％）、産後1年未満まで
で102人（28.6％）であり、産後1年未満でかん
がえると自殺が最も多い妊産婦死亡の原因で
あることが判明した。 
これらの結果は、これまで妊産婦死亡対策とし
て妊産婦の身体的な疾患に対する対応を中心
に検討してきたわけであるが、今後は妊産婦メ
ンタルヘルスケアにも注力することの重要性
を示す結果であった。 
 そこで、妊産婦のメンタルヘルスケアの実施
者である産科施設の助産師や行政の保健師な
どのメンタルヘルスケアに従事するスタッフ
に専門的な知識やスキルを教育研修する機会
を提供することで、より質の高いケアが実践で
きると考え、「母と子のメンタルヘルスケア研
修会」を全国で展開すべく、入門編、基礎編、
指導者講習会（応用編）の3段階の教育プログ
ラムを作成し、全国でそのプログラムを開催し
ている。このなかで妊産婦のメンタルヘルスの

研究要旨 

妊産婦メンタルヘルスケアのスクリーニングのためにエジンバラ産後うつ質問票（EPDS）が汎

用されているものの、権利関係が不明確である。また、我が国でも外国人妊婦が増え、そのメン

タルヘルスの評価も必要になり、外国語版の EPDS をネット上からダウンロードして、活用する

ことも多くなっているものの、この使用においても著作権上の制約があり、我が国で広報して広

く活用していくことはできない状況にあった。そこで、EPDSを考案したイギリスの精神科医 Prof. 

John Cox とも連絡を取ったうえで、版権を所有する Cambridge University Press との間で、日

本産婦人科医会のホームページに日本語を含む各国語版の EPDS を掲載し、ダウンロードできる

ようにすることについての許諾を得るための交渉を行い、合意書を締結した。 

つぎに、母子の愛着形成の重要性を一般の妊産婦やそのパートナーに啓発するための動画資材

の作成に取り組んだ。まず、Harvard University, Center on Developing Child が一般公開してい

る愛着形成促進するための教育用資材の吹き替え版を作成し、当会のホームページ上に公開した。

この動画は、出生後の早期からの脳の機能的な成熟と母子の愛着形成のかかわりについて、科学

的事実をもとに解説したものであり、前年度作成分と合わせ、合計 20本の動画を公開した。 



 

 

 

状態を把握するために用いるのが、エジンバラ
産後うつ質問票（EPDS）であり、臨床現場で
は汎用されているものの、権利関係が不明確で
ある。また、我が国でも外国人妊婦が増え、そ
のメンタルヘルスの評価も必要になり、外国語
版のEPDSをネット上から引用し、活用するこ
とも多くなっているものの、この使用において
も著作権上の制約があって、我が国で広報して
広く活用していくことはできない状況にある。
そこで、EPDSについての版権の問題を整理す
る必要性があるとの認識で、その整理に取り組
んだ。 
 つぎに、子育てを行う女性やそのパートナー
にとっても子育てにおける愛着形成の重要性
や子どもとのかかわりについての重要性を科
学的な知見に基づいて知ることが重要である
という考えから、Harvard University, Cente
r on Developing Childの一般公開資材の吹
き替え版を作成、公開に継続的に取り組むこと
とした。 
 
B. 研究方法ならびにその結果 
 EPDSは臨床現場では汎用されているもの
の、権利関係が不明確である。また、我が国で
も外国人妊婦が増え、そのメンタルヘルスの評
価も必要になり、外国語版のEPDSをネット上
から引用し、活用することも多くなっているも
のの、この使用においても著作権上の制約があ
って、我が国で広報して広く活用していくこと
はできない状況にある。そこで、EPDSを発案
したProf. John Coxに連絡して、理解を得た
上で、Cambridge University Pressと交渉を
行い、日本語版を含む外国語版のEPDSを日本
産婦人科医会のホームページに掲載してダウ
ンロードできるようにすることについての合
意書を交わすことができた。そして6月から医
会のMCMCのホームページ内にEPDSについ
てのページ(MCMC 母と子のメンタルヘルス
ケア:EPDS多言語版ダウンロードページ (jao
g.or.jp))を作成し、37か国語のEPDSを公開し
た。また、このページでは、外国語版のEPDS
を使用する場合の注意点なども記載した。 
次に、Harvard University, Center on Deve
loping Childの一般公開資材は前年度に1-10
の10動画について日本語吹き替え版を作成し
て公開していたが、今年度さらに10本の吹き替
え版を6月に公開した。以下が、作成してWeb
サイトに公開した動画のタイトルである。 
1. Brain Hero（ブレイン・ヒーロー：出生

後のさまざまな経験や環境が子どもの健
全な心身の発達に影響する 

2. Building Adult Capacities to Improve 
Child Outcomes: A Theory of Change 
（子どもに良い結果をもたらすために大
人の能力を構築すること：変化の理論） 

3. Serve & Return Interaction Shapes B
rain Circuitry （サーブとリターンの関係
が脳の回路を作る） 

4. Toxic Stress Derails Healthy Develop
ment（有害ストレスは健康な発達を阻害

する） 
5. FIND: Using Science to Coach Caregi

vers（FIND（見つける）：親を教育する
ための科学） 

6. In Brief: The Science of Early Childh
ood Development（子どもの発達の科学：
幼少期の子どもたちの発達を科学する） 

7. In Brief: How Resilience Is Built（レジ
リエンスはどのように構築されるのでし
ょうか？） 

8. How Children and Adults Can Build 
Core Capabilities for Life（人生のコア
となるスキルを身につける） 

9. InBrief: What is Resilience? （レジリエ
ンスとは何でしょうか？） 

10. Experiences Build Brain Architecture
（経験が脳の構造を作る） 

11. In Brief. The Science of Resillience（レ
ジリエンスの科学） 

12. Intergenerational Mobility Project: Bui
lding Adult Capabilities for Family S
uccess（世代間移動計画：家族の成功のた
めに大人の能力を構築すること） 

13. In Brief: Early Childhood Mental Hea
lth（幼児期のメンタルヘルス） 

14. Ready4 Routines: Building the Skills f
or Mindful Parenting（ルーチンの準備：
愛情ある子育てのスキルを構築する） 

15. Case for Science-based Innovation in 
Early Childhood（幼少期の科学に基づく
革新の事例） 

16. Science of Neglect（ネグレクトの科学） 
17. Executive Function : Skills for Life a

nd Learning（実行機能：生活と学習のた
めのスキル） 

18. The Impact of Early Adversity on Chi
ldren's Development（幼少期の逆境が子
どもの発達に及ぼす影響） 

19. Early Childhood Program Effectivenes
s（幼児プログラムの効果） 

20. The Foundation of Lifelong Health（生
涯にわたる健康の基盤） 

 
C.考察 
 EPDSは妊産婦のメンタルヘルスケアにお
いて不調者のスクリーニングツールとして頻
用されている。また、日本産婦人科医会の母と
子のメンタルヘルスケア研修会（入門編・基礎
編・指導者講習会）においてもその使用を推奨
している。今回、日本産婦人科医会が窓口にな
ってCambridge University Pressとの間で多
国言語版のEPDSの使用許諾の契約が締結で
きたことで、我が国における妊産婦メンタルヘ
ルスケアの推進における障壁の一つが取り除
かれたことになり、重要な成果である。なお、
この契約は毎年更新する必要があり、次年度以
降も契約更新を続けていく予定である。 
 つぎに、母子愛着形成の促進に向けた動画資
材としてHarvard University, Center on De
veloping Childの一般公開動20本の日本語吹

https://mcmc.jaog.or.jp/pages/epds
https://mcmc.jaog.or.jp/pages/epds
https://mcmc.jaog.or.jp/pages/epds
https://mcmc.jaog.or.jp/pages/epds
https://mcmc.jaog.or.jp/topics/content/5
https://mcmc.jaog.or.jp/topics/content/5
https://mcmc.jaog.or.jp/topics/content/5


 

 

 

き替え作業を終了し、その公開を6月に行った。
一昨年に作成した「赤ちゃんの不思議な世界」
とともに、愛着形成の重要性を教育・周知する
動画が充実してきた。今後は、この動画を多く

の子育て中の女性に見ていただけるような広
報をどう 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

 

令和 2年厚生労働科学研究費度補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「産婦死亡に関する情報の管理体制の構築及び予防介入の展開に向けた研究」 

 

妊婦に対するエンジンバラ産後うつ病質問票の有用性に関する研究 

 

研究分担者 山下 洋 九州大学病院子どものこころの診療部 特任准教授 

 
A.研究目的 

妊産婦のメンタルへルスについて、妊娠中からス

クリーニングを行い、抑うつ症状および心理社会

的な観点からハイリスク妊婦を把握して早期介

入を開始することは、周産期うつ病と自殺予防お

よび養育困難や児の虐待防止にもつながる重要

な取り組みである。その早期介入に際してエジン

バラ産後うつ病質問票(Edinburgh postpartum 

depression scale: EPDS)などの自己質問票をス

クリーニングおよび多職種連携による支援の情

報共有のツールとして利用することが有用であ

ると考え、「妊産婦メンタルヘルスケアマニュア

ルにおいてもこれを推奨している 1)。周産期う

つ病をもつ女性に最初に関わる医療機関の助産

師や地域行政の保健師などに対し妊産婦メンタ

ルヘルスケアの普及とシステム作りに向けて基

本的な知識や EPDS の取り方などの実践的スキ

ルを学ぶ研修会も開催されている。しかしメンタ

ルヘルスケアの中心となる妊娠期からのうつ病

のスクリーニングに際して EPDS の信頼性と妥

当性について海外ではエビデンスが蓄積されて

いるが、国内では十分なエビデンスがないことか

ら導入が躊躇される状況が生じている 2)。そこ

で本研究では妊産婦メンタルヘルスケアを産科、

精神科、臨床心理士などの多職種のスタッフで提

供している医療機関の協力を得て、妊婦に対する

EPDS 調査票の妥当性と有用性に関する調査を

行い、エビデンスを蓄積することを目的とする。

このことは妊産婦メンタルヘルスケアにおける

周産期うつ病のスクリーニングの普及による早

期発見・介入に向けた多職種連携の取り組みの促

進にもつながる。このことは妊産婦メンタルヘル

スケアの充実を促し、引いては自殺による妊産婦

死亡の減少や児の虐待数の減少などの具体的な

成果につながると考えられる。 

 

B.研究方法 

1. 対象 

2020 年 7 月から同年 12 月の期間中、九州大学

病院、東北大学病院、兵庫医科大学病院、埼玉医

科大学総合医療センター、済生会横浜市東部病院

の 5 つの医療機関で妊婦健康診査を受けている

妊産婦を対象とした。適格基準を、①外来にて診

療可能な妊娠経過をたどる者、②本研究計画につ

いて十分に理解し、本人による同意が可能な者と

し、除外基準を、①重篤な医学的疾患により質問

紙および面接による調査への協力が困難な状態

にある者、②日本語による回答、および問診が困

難な者、③研究者が研究対象者として適当でない

と判断した者、④20歳未満の者、と定めた。 

 

2. 質問票の内容および実施 

 以下の質問紙および診断面接から構成された。

妊婦健診時に自己記入式質問票（①育児支援チェ

ックリスト、②EPDS）への記載と、その結果を

知らない面接者による③M.I.N.I.を用いた半構

造化面接法が実施された。 

①育児支援チェックリスト 

【研究要旨】 

 本研究の目的は、周産期におけるエジンバラ産後うつ病質問票(Edinburgh postpartum 

depression scale:EPDS)の周産期うつ病のスクリーニング・ツールとしての信頼性と妥当性を

検証することである。2020年 7月から 12月の期間中、九州大学病院、東北大学病院、兵庫医

科大学病院、埼玉医科大学総合医療センター、済生会横浜市東部病院の 5つの医療機関で妊婦

健診を受けている妊産婦を対象に、EPDS と精神疾患簡易構造化面接法(Mini-International 

Neuro-psychiatric Interview: M.I.N.I.)を実施し、妊娠中のうつ病に対する EPDSのカットオ

フ値を求めた。234人が対象となり、EPDSの平均値は 4.55、大うつ病エピソードを示したも

のは 13人（5.6%）だった。妊娠中のうつ病を判別するためのカットオフ値は 10/11点であり、

感度は 84.6%、特異度は 91.9%、陽性的中率は 37.9%、陰性的中率は 99.0%、ROC 曲線下面

積は 0.947だった。カットオフ値は妊娠期間によって異なり、対象者の少ない妊娠期間のカッ

トオフ値については慎重な解釈が必要だと考えられた。 



 

 

 

ライフイベントや精神科既往歴、夫や実母との関

係、育児サポートなどの育児に関わる環境要因を

評価するための質問票である。「はい」「いいえ」

で回答する９つの質問項目より構成されている。

育児の困難さに影響する要因を総合的に評価で

き、回答に対して詳細な聞き取りを行なうことで、

背景要因を踏まえた支援計画の立案が可能とな

る。 

②エジンバラ産後うつ病質問票 , Edinburgh 

postpartum depression scale（EPDS） 

日本版 EPDSは、Cox et al.（1987）が開発した

ものを、岡野らが翻訳し日本版を作成した自己報

告式質問紙である 3)。この尺度は 10項目 4件法

であり、高い信頼性を示し、またわが国では、cut 

off ポイント 8 / 9と設定されており、その場合の

産後うつ病の感度は 0.75、特異度は 0.93であり、

高い臨床妥当性を示す。 

③ M.I.N.I.(Mini-International 

Neuropsychiatric Interview: 精神疾患簡易構造

化面接法)4) 

 1997年に Sheehan らによって開発された、精

神疾患について簡便かつ客観的で信頼性の高い

データの得られる包括的な面接法である。スクリ

ーニング質問と各診断モジュールにより構成さ

れている。所要時間は 5-15分程度で大きな負担

なく実施することができる。 

 

3. 統計解析 

 妊娠中の EPDS の値と M.I.N.I.の大うつ病エ

ピソードの有無を変数とし、ROC 曲線を作成し

た。得られた ROC曲線から、感度と特異度がと

もに高くなるカットオフ値を算出した。得られた

カットオフ値に基づいて、陽性的中率と陰性的中

率を算出した。解析には SPSS ver26を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は分担研究者の所属する九州大学の倫

理審査委員会ならびに調査を依頼した各医療機

関の倫理審査委員会の承認を得て実施した。 

 

C.研究結果 

1. 対象のプロファイル 

 妊婦 234 人が調査対象となり、各妊娠期間の

対象数は妊娠前期が 24 人、妊娠中期が 78 人、

妊娠後期が 131 人だった。対象のプロファイル

は表 1の通りである。 

  

表 1. 対象のプロファイル 

年齢 33.9（7.6） 

週数 27.4 (7.6) 

初産 101 (43.2) 

経産 130 (55.6) 

結婚 233 (95.3) 

独身 8 (3.4) 

就労あり 101 (43.2) 

就労なし 130 (55.6) 

現在の喫煙 4 (1.7) 

母体や胎児の身体的問

題 

82 (35.0) 

精神的問題の既往 54 (23.1) 

年齢と週数は平均（標準偏差）、それ他は人数（%） 

 

2. EPDSのカットオフ値 

 全ての妊娠期間を含む対象の EPDS の平均値

は 4.55 であり、M.I.N.I により大うつ病エピソ

ードと診断された対象 13人（5.6%）だった。妊

娠中の大うつ病エピソードを判別するためのカ

ットオフ値は ROC 曲線より、10/11 点で、感度

は 84.6%、特異度は 91.9%、陽性的中率は 37.9%、

陰性的中率は 99.0%、ROC 曲線下面積は 0.947

だった。 

 各妊娠期間ごとに検証すると、妊娠初期におい

て、EPDSの平均値は 5.50であった。大うつ病

エピソードを示したものは 2人（8.3%）だった。

妊娠中の大うつ病エピソードを判別するための

カットオフ値は ROC 曲線より、6/7 点で、感度

は100%、特異度は68.2%、陽性的中率は 22.2%、

陰性的中率は 100.0%、ROC 曲線下面積は 0.818

だった。 

妊娠中期において、EPDSの平均値は 4.64であ

った。大うつ病エピソードを示したものは 5 人

（6.4%）だった。妊娠中の大うつ病エピソード

を判別するためのカットオフ値はROC曲線より、

14/15点で、感度は 80.0%、特異度は 97.3%、陽

性的中率は 66.7%、陰性的中率は 98.6％、ROC

曲線下面積は 0.948だった。 

妊娠後期において、EPDSの平均値は 4.32であ

った。大うつ病エピソードを示したものは 6 人

（4.6%）だった。妊娠中の大うつ病エピソード

を判別するためのカットオフ値はROC曲線より、

11/12点で、感度は 83.3%、特異度は 95.2%、陽

性的中率は 45.5%、陰性的中率は 99.2%、ROC

曲線下面積は 0.947だった。 

各妊娠期間の EPDS とうつ病の有病率に有意差

は見られなかった（それぞれp=0.511, p=0.706）。 

 

D.考察 

 妊娠中の EPDS は、初期が最も高く、妊娠経

過とともに低下する傾向が見られた。うつ病の有

病率も同様に妊娠初期が最も高い結果だった。一

方でカットオフ値は妊娠期間によって差異が見



 

 

 

られた。妊娠初期は対象者が少なく、うつ病と診

断された妊産婦も 2 人と少数だったことから、

カットオフ値が 2 人の有病者の EPDS の値に大

きく左右される結果となった。妊娠中期も同様に

対象数がやや少なく、有病者の EPDS の値に左

右される結果となった。新興感染症流行に伴う調

査の困難さから目標症例数を下回り、各妊娠期間

の対象数にも偏りが生じている妊娠期間毎のカ

ットオフ値は慎重な解釈が必要と考えられた。日

本における妊娠中の EPDS の大うつ病エピソー

ドのカットオフ値としては、妊娠週数 12-24 週

の値として、診断された対象 20人(有病率 9.5%)

で 12/13 点という値が報告されている 5)。今回

の調査では EPDS の平均値とカットオフ値が共

に低い妊娠後期の妊産婦を含んでおり、既存の報

告より低いカットオフ値を示したと考えられた。 

 

E.結論 

 全妊娠期間中の妊娠中のうつ病を判別する

EPDSのカットオフ値として、10/11点が算出さ

れた。各妊娠期間ごとの解析ではカットオフ値は

異なり、対象者が少なかった妊娠期間もあること

から、慎重な解釈が望ましい。妊娠期間ごとの

EPDS の平均値の変化およびカットオフ値など

の妥当性の検証に向けて調査期間の延長と対象

を追加して再検証を行う必要だと考えられた。 
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